
国の経済対策への対応 主なもの

・

・

・

・

・

１ 新たな雇用の創出促進

○

○

２ 子育て支援の充実

○

３ 妊婦検診の無料化

○

４ 消費者行政の活性化

○

５ 障がい者の自立支援の取組み

○ 「障がい者自立支援対策臨時特例基金」の増額

「消費者行政活性化基金」の造成 ７００

「緊急雇用創出事業臨時特例基金」の造成

単位：百万円

６,９９１

厳しい雇用情勢に対応するために交付される「ふるさと雇用再生特別交付金」（全国総額
2,500億円）及び「緊急雇用創出事業交付金」（同 1,500億円）を活用して基金を造成し、府域
の活性化につながり、新たな雇用創出に資する事業の展開に活用します。

「ふるさと雇用再生特別基金」の造成

平成２０年度２月補正予算

基金を活用した経済対策事業の展開

地方における消費者行政の活性化のために交付される交付金（全国総額 150億円）を活用
して「消費者行政活性化基金」を造成し、消費生活相談窓口等の機能強化に向けた集中的な
取組みを行います。

妊婦検診の無料化のために交付される交付金（全国総額 790億円）を活用して「妊婦健康
診査支援基金」を造成し、市町村が実施する妊婦健康診査公費負担事業を助成します。

住民の暮らしの不安を解消するために交付される交付金（全国総額 1,000億円）を活用して
「安心こども基金」を造成し、子育て支援の充実に資する事業の展開に活用します。

障がい者の自立支援をすすめるために交付される障がい者交付金を活用して「障がい者自
立支援対策臨時特例基金」を増額・期間延長し、事業者の運転安定化や障がい者自立支援
法の円滑な実施等に資する事業の展開に活用します。

３,６９７

「妊婦健康診査支援基金」の造成 ５,７２３

６,８６６「安心こども基金」の造成

６,７０１
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【新】○

【新】○

【新】○

【新】○

（新）○

（新）○

【新】○

【新】：新規、（新）：一部新規（拡充）

単位：百万円

妊婦の健康診査に対する公費負担の拡充 ２,６４２

障害者自立支援法の円滑な実施を図る取組みに対する助成 ２,３５９

４,１７９保育所整備事業等に対する助成

ふるさと雇用再生特別交付金事業の展開 ２,３３７

平成２１年度当初予算

福祉・介護人材の緊急的な確保を図る事業の実施 ３４８

消費者相談体制の充実 １８３

緊急雇用創出事業の展開 ２,２６７
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単位：百万円平成２０年度２月補正予算

・

１ 耐震化の推進など災害への備えの強化

○

○

○

○

○

２ 安全・安心な都市づくりの推進

○

○

○

○

国の２次補正で措置される「地域活性化・生活対策臨時交付金」（20年度限り）を活用し、府
立高校等の耐震化など府民の安全・安心の確保に集中的に投資します。

１,０００

防災拠点ともなる府立学校の地上デジタル放送への対応等 ２６３

地域活性化・生活対策臨時交付金の活用

都市・地域再生緊急促進事業 ２６６

鉄道駅バリアフリー設備整備補助金 （全体事業 ３７２百万円） ４２

その他の国制度を活用した取組み

介護福祉士等修学資金の貸付け ２,３７４

震度情報ネットワークシステムの再構築 ２３４

１,８２４府立高校の耐震工事等の前倒し実施

保健所の耐震工事、府営住宅の耐震設計の推進 １４３

道路・河川等都市基盤施設の前倒し保全改修

災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）に要する設備整備 １２

22



単位：百万円平成２１年度当初予算

（新）○

【新】○ 地域の木造住宅市場の活性化等に向けたモデル事業の推進 ３０５

母子家庭の母親の介護福祉士･看護師等の資格取得支援の拡充 １０

（21年度にかけて繰越実施）

（21年度にかけて繰越実施）

（21年度にかけて繰越実施）

（21年度にかけて繰越実施）

（21年度にかけて繰越実施）

（21年度にかけて繰越実施）

（21年度にかけて繰越実施）

23


